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平成２８年５月２５日 

 

都道府県医師会 

  担当理事 殿 

 

日本医師会常任理事  

松本 純一 

 

平成２８年熊本地震による災害についての特定非常災害及び 

これに対し適用すべき措置の指定に関する政令等について 

 

従来、「特定非常災害の被害者の権利利益の保全等を図るための特別措置に関する法律」第

３条第１項及び第２項の規定により、特定非常災害の被害者の権利利益であって、その存続期

間が特定非常災害の発生日以後に満了するものについては、告示で定めるところにより、当該

権利利益に係る満了日を延長する措置をとることができるものとされております。 

今般、「平成２８年熊本地震による災害についての特定非常災害及びこれに対し適用すべき

措置の指定に関する政令」により、平成２８年熊本地震が特定非常災害に指定されるとともに、

同法第３条第２項の規定に基づく厚生労働省告示（「特定非常災害の被害者の権利利益の保全

等を図るための特別措置に関する法律第３条第２項の規定に基づき、同条第１項の特定権利利

益に係る期間の延長に関し当該延長後の満了日を平成２８年９月３０日とする措置を指定す

る件」）により、同省関係の一定の権利利益に関する満了日について、当該災害の被害者によ

る延長の申出を必要とせずに、一律に平成２８年９月３０日まで延長する措置を講ずることと

されました。 

このようなことから、別添のとおり、厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課、

及び精神・障害保健課連名により、各都道府県等障害保健福祉主管部（局）宛に事務連絡が出

されるとともに、本会に対しても、周知方依頼がありました。 

つきましては、貴会におかれましても本件についてご了知いただき、貴会管下郡市区医師会、

及び関係医療機関への周知方よろしくご高配のほどお願い申し上げます。 

また、平成２８年熊本地震により被災した障害者等に対する支給決定等につきましては、平

成２８年５月１１日付（地Ⅲ36）をもって貴会宛にお送り申し上げたところですが、今般の事

務連絡の内容等を踏まえ、別添のとおりリーフレットが刷新され、同省精神・障害保健課より

本会に対して、周知方依頼がありました。今後、新たにリーフレットを印刷する際には、本リ

ーフレットを活用していただきますよう、よろしくお願い申し上げます。 



事 務 連 絡 

平成 28 年５月９日 

 

 

公益社団法人日本医師会 御中 

 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部  

障 害 福 祉 課 

精神・障害保健課 

 

 

平成28年熊本地震による災害についての特定非常災害及びこれに対し適用すべ

き措置の指定に関する政令等について 

 

 

平素より、障害保健福祉行政の推進に御尽力いただき厚く御礼申し上げます。 

本日、別添の事務連絡を各都道府県、指定都市、中核市に送付しております

ので、ご連絡いたします。 

貴団体におかれましても関係者への周知を図っていただきますよう、よろし

くお願い申し上げます。 

 



  事 務 連 絡  

平成２８年５月９日  

  

  都 道 府 県 

各 指 定 都 市 障害保健福祉主管部（局） 御中 

  中 核 市 

 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部 

障 害 福 祉 課 

精神・障害保健課  

 

 

平成28年熊本地震による災害についての特定非常災害及びこれに対し適用すべ

き措置の指定に関する政令等について  

 

 

「特定非常災害の被害者の権利利益の保全等を図るための特別措置に関する

法律」（平成８年法律第85号。以下「法」という。）第３条第１項及び第２項

の規定により、特定非常災害の被害者の権利利益であって、その存続期間が特

定非常災害の発生日以後に満了するものについては、告示で定めるところによ

り、当該権利利益に係る満了日を延長する措置をとることができるものとされ

ています。  

今般、「平成28年熊本地震による災害についての特定非常災害及びこれに対

し適用すべき措置の指定に関する政令」（平成28年政令第213号）により、平成

28年熊本地震（以下「当該災害」という。）が特定非常災害に指定されるとと

もに、法第３条第２項の規定に基づく厚生労働省告示（「特定非常災害の被害

者の権利利益の保全等を図るための特別措置に関する法律第３条第２項の規定

に基づき、同条第１項の特定権利利益に係る期間の延長に関し当該延長後の満

了日を平成28年９月30日とする措置を指定する件」（平成28年厚生労働省告示

第221号。以下「告示」という。））により、厚生労働省関係の一定の権利利益

に関する満了日について、当該災害の被害者による延長の申出を必要とせずに、

一律に平成28年９月30日まで延長する措置を講ずることとしました。  

  

これに伴う障害保健福祉に関する法令の運用における留意点等は下記のとお

りとなりますので、御了知の上、管内市町村、障害福祉サービス等事業者、医

療機関等への周知をよろしくお願いいたします。  



記  

 

第１ 満了日の延長を行った権利利益  

 

１ 告示により満了日を延長した権利利益については、別添のとおりであり、

そのうち障害保健福祉に関する権利利益の延長を行ったものは次のとおりで

ある。  

（１）児童福祉法（昭和22年法律第164号）関係 

○ 指定障害児通所支援事業者の指定（特定被災区域内に在る事業所に係る

ものに限る。）（第21条の５の３第１項） 

○ 障害児通所給付費等の通所給付決定（特定被災区域内に居住地を有する

者に係るものに限る。）（第21条の５の５第１項） 

○ 指定障害児入所施設の指定（特定被災区域内に在る施設に係るものに限

る。）（第24条の２第１項） 

○ 障害児入所給付費の入所給付決定（特定被災区域内に居住地を有する者

に係るものに限る。）（第24条の３第４項） 

○ 指定障害児相談支援事業者の指定（特定被災区域内に在る事業所に係る

ものに限る。）（第24条の26第１項第１号） 

 

（２）精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和25年法律第123号）関係 

○ 精神障害者保健福祉手帳の交付（特定被災区域内に居住地を有する者に

係るものに限る。）（第45条第２項）  

 

（３）障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17

年法律第123号）関係 

○ 介護給付費等の支給決定 （特定被災区域内に居住地を有する者に係るも

のに限る。）（第19条第１項） 

○ 指定障害福祉サービス事業者及び指定障害者支援施設の指定（特定被災

区域内に在る事業所又は施設に係るものに限る。）（第29条第１項） 

○ 地域相談支援給付費等の支給決定（特定被災区域内に居住地を有する者

に係るものに限る。）（第51条の５第１項） 

○ 指定一般相談支援事業者の指定（特定被災区域内に在る事業所に係るも

のに限る。）（第51条の14第１項） 

○ 指定特定相談支援事業者の指定（特定被災区域内に在る事業所に係るも

のに限る。）（第51条の17第１項第１号） 

○ 自立支援医療費の支給認定（特定被災区域内に居住地を有する者に係る



ものに限る。）（第52条第１項） 

○ 指定自立支援医療機関の指定（特定被災区域内に在る指定自立支援医療

機関に係るものに限る。）（第54条第２項） 

  

  



第２ 留意事項  

 

１ 特定被災区域内に居住地を有する者については、現に介護給付費等の支給

決定等が行われており、かつ、当該支給決定等の有効期間が平成28年４月14

日から同年９月29日までの間に満了する場合には、当該有効期間を同年９月

30日まで延長することとなる。なお、現に障害支援区分の認定を受けており、

「介護給付費等の支給決定について」（平成19年３月23日付け障発第0323002

号）において示している障害支援区分の認定の有効期間が、平成28年４月14

日から同年９月29日までの間に満了する場合においても、当該有効期間を同

年９月30日まで延長することとする。 

また、特定被災区域内に事業所を有する者、特定被災区域内の施設の開設

者及び特定被災区域内の指定自立支援医療機関の開設者については、現に指

定を受けており、かつ、当該指定の有効期間が平成28年４月14日から同年９

月29日までの間に満了する場合には、当該有効期間を同年９月30日まで延長

することとなる。  

 

２ 特定権利利益に係る満了日の延長措置は、法に基づく特別措置であり、当

該災害の発生前と同様に、障害保健福祉に関する法令により許可等の更新を

行うことのできるものについては、告示による満了日の延長措置にかかわら

ず、障害保健福祉に関する法令に基づき許可等の更新を行うこととするよう

御配慮願いたい。  

 

 

 

（資料）  

別添：特定非常災害の被害者の権利利益の保全等を図るための特別措置に関す

る法律第３条第２項の規定に基づき同条第１項の特定権利利益に係る期間の

延長に関し当該延長後の満了日を平成28年９月30日とする措置を指定する件

（平成28年厚生労働省告示第221号）  

 

参考１：特定非常災害の被害者の権利利益の保全等を図るための特別措置に関

する法律（平成８年法律第85号） 

 

参考２：平成28年熊本地震による災害についての特定非常災害及びこれに対し

適用すべき措置の指定に関する政令（平成28年政令第213号）  
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被災された方々が 
障害福祉サービス等を利用される際には下記
の点にご留意ください。 

１．受給者証の提示がなくてもサービスを提供できます。 

障害福祉サービス事業所、医療機関の方々へ 

  被災により、利用者の方が受給者証を紛失又は自宅等に残したまま避難し、提
示できない場合でも、利用者さんの 
・氏名 
・生年月日 
・居住地 

を確認し、障害福祉サービス等として取り扱います。 

  通常の支給決定手続がとられない場合には、ご利用される方からの聞き取りな

どで支給決定や支給決定の変更が行われます。 
  対象の方がいる場合は、市町村にご確認下さい。 

３．新規の支給決定や支給決定の変更が簡易な手続で受け
ることができます。 

２．利用者負担の免除や支払いの猶予があります。 

※ 上記の取扱いは、地震発生後、被災地域から他の市町村に避難された方も  
 対象となります。 
 

※ 上記は、補装具費（上記４を除く。）や自立支援医療等の取扱いについても同 
 様です。 

厚生労働省 
Ministry of Health Labour and Welfare 

ひと、くらし、みらいのために 

 被災された方で利用者負担のある方について利用者負担の免除や支払いの猶
予がありますので、市町村に対象者の範囲などをご確認下さい。     

 障害福祉サービス事業所は利用料の額も含めた全額を請求してください。 
 ※食費等については、従来どおり支払いを受けてください。 

４．支給決定の有効期限が自動的に延長されます。 

  支給決定の有効期間が４月１４日から９月２９日までに切れる場合は、９月３０
日まで自動的に延長されます。 



  

障害
しょうがい

福祉
ふ く し

サービスを使
つか

う熊本
くまもと

地震
じ し ん

の被災者
ひさいしゃ

の皆様
みなさま

 へ

受給者証
じゅきゅうしゃしょう

などがなくても 

障害
しょうがい

福祉
ふ く し

サービスを 使
つか

うことが できます。 
 

１．受給者証
じゅきゅうしゃしょう

がなくても サービスを受
う

 けることができます。

これまで サービスを 受
う

けていれば、 名前
な ま え

、 生年
せいねん

月日
が っ ぴ

、 住所
じゅうしょ

を 言
い

えば、 サ

ービスを受
う

けることが できます。 

 

２．今
いま

まで 使
つか

っていなかった 事業所
じぎょうしょ

からも サービスを 受
う

 けられます。

３．今
いま

まで 利用料
りようりょう

を 払
はら

っていた人も 利用料
りようりょう

を すぐに 

支払
し は ら

わなくて 大丈夫
だいじょうぶ

 です。
 

市町村
しちょうそん

や 事業所
じぎょ う しょ

の窓口
まどぐち

で 相談
そうだん

して下
く だ

さい。 

※食事代
しょ くじだい

などは これまでどおりです。    

 

 ４．新
あたら

しく サービスを 必要
ひつよう

とする 場合
ば あ い

や サービスを 

変
か

える 場合
ば あ い

は 市町村
しちょうそん

の 窓口
まどぐち

に 相談
そうだん

して下
くだ

さい。 

 

地震
じ し ん

で 大変
たいへん

な ときなので、 特別
とくべつ

に 手続
て つ づ

きを 簡単
かんたん

に しています。 

※ 地震
じ し ん

の後
あと

、他
ほか

の市町村
しちょうそん

 にいる人
ひと

も 同
おな

じ 扱
あつか

いになります。 

※ 補
ほ

装具費
そ う ぐ ひ

、自立
じ り つ

支援
し え ん

医療
いりょ う

も 同
おな

じです。 

 

 

平 成 2 8 年 ４ 月 

５．今
いま

まで 使
つか

っていた サービスの期限
き げ ん

は、 自動的
じどうてき

に ９

月
がつ

３０日
にち

まで 延長
えんちょう

されます。 

 


